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の 5.83 倍であったが，リチウムイオンバッテリの価格低下と電動船外機船の量産効果を考慮すると 2020 年頃には







育を提案した。対象となる生徒は，平成 27 年度の大分県立中津東高等学校の電気科第 3 学年 40 名の中で，総合的
な学習の時間の代替として行われている課題研究のテーマから，電気推進機船の航行特性の測定を選択した 10 名の
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 1.3 論文の構成 
第 1 章では研究の背景と研究の目的について説明し，本論文の構成について述べる。   






































































































































































































図 2.6 エンジンを取り外した船外機本体 
 




























表 2.1 使用したモータの諸元 
 

























































































































































単位［kt］は，1[kt]が約 1.8[km/h] を表す。一般的に航行速度と消費電力量の関係は 3
乗に比例する 2)ことから，図内に示された 3 次の近似曲線とした。ここで比較対象として
同出力のエンジン船外機を用いた場合，最高速度が約 8.3［ノット](以下，[kt]と表記)で

































図 2.17 電動船外機の取り付けの様子 







































































          










































































































モータ制御方法 PWM インバータ制御 
 




















あった。図 3.6 は原動機回転数とその回転数を維持するために必要な 1 時間当たりの電力
消費量およびガソリン消費量の関係を示す。両者は直接比較できないため電力量とガソリ
ン量をそれぞれ熱量に換算し，1 時間当たりのエネルギー消費量で示したものを図 3.7 に
















表 3.2 エンジン船外機の諸元 
 
型式 F50F19) 




























































































































y = 5.00E-05x2 - 2.31E-02x + 8.71







































× 100 [%]                 (2) 
(2)式から例えば電動船外機で 1000[N]の推力を得る場合，エネルギー消費量はエンジン
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表 3.3 電動船外機船の諸元 
 
船  種 和船 









容量 310V/100Ah (26V100Ah×12) 














































表 3.4 エンジン船外機船の諸元 
船  種 和船 













































































































































































































































第 4章 電動船外機船の経済性の評価 
4.1 はじめに 
















ンケートを実施した。回答者は 10 名であった。回答内容を 6 項目とその他に整理し，各






















































    
 
































(1) 5 ノットで連続 5 時間航行できること 
(2) 10 ノットで連続 2 時間航行できること 


































表 4.1 電動船外機船の諸元 
 
船   体 
和船 (総トン数 0.6 トン，船長約
5.9m，船幅約 1.6m，船体重量 346kg) 
船 外 機 
F30BEHT19)のエンジン部分を電気
モータに換装 
電気モータ出力 22.3kW (100V/4000min-1) 




2.5 時間 (10 ノット航行時) 




4.2.4 実証試験の結果  
 実証試験における電動船外機船の電力消費量Peとエンジン船外機船のガソリン消費量Pg
を表 4.2 に示す。PeとPgを直接比較するため，３章では各過程の損失を考慮した 7.66［MJ］
を用いたが，本章では電力消費量 1［kWh］を一般電気事業者が運用する電線路を介して供給










思われる。一方，10 月においては𝑅 = 19.1［%］であり他の月と比較して省エネルギー化
率が低かった。その要因として，10 月上旬は風が強く海が荒れた日が多かったこと，およ




4.3  電動船外機に関する経済性評価 
4.3.1 電動船外機の製造費用 
 2010 年当時，実証試験で使用された電動船外機の製造費用は，3 台生産したとき約
3,500［千円/台］であった。また，その内訳はリチウムイオンバッテリ約 2,000［千円］，
電気モータと制御器約 750［千円］，ケーブル約 252［千円］，取付工事約 498［千円］で
あった。本章では，電動船外機の経済性を普遍的に評価するために，これらの費用をエン













表 4.2 電動船外機船とエンジン船外機船のエネルギー消費量 
 
操 業 期 間 
2010 年 操 業 
期間内 
合 計 
9 月 10 月 11 月 
22 日～30 日 1 日～31 日 1 日～20 日 





P𝑒  [kWh] 
89.62 217.62 128.67 435.91 
換算エネルギー量 
Ee [MJ] 







50.4 77.5 62.5 190.4 
換算エネルギー量 
Eg[MJ] 
1743.8 2681.5 2162.5 6587.8 
省エネルギー化率 
R = (Eg − Ee) Eg⁄ [%] 






次に，2020 年頃における電動船外機の製造費用を予測する。NEDO ロードマップ 23)に
基づくリチウムイオンバッテリの経済性評価によると 2020 年頃の価格としては 20［千円
/kWh］以下が見込まれていることから，20［kWh］のリチウムイオンバッテリは約 400［千
円］になると予測される。これは 2010 年の価格の 0.2 倍である。また，学習曲線効果 24)
として広く知られる量産効果によると生産量が 2 倍になる毎に様々な費用が 10～25［%］
下がることが示されている。電動船外機船の用途として想定される採貝藻・養殖作業船・
小型定置漁船などが全国に約 10［万隻］存在し 25)， それらの船外機の耐用年数を 10［年］
と仮定すると，1 年で約 1［万台］の買い換え需要が見込まれる 26), 27)。これを踏まえて，
2020 年頃に電動船外機が実証試験時の 16［倍］，すなわち 48［台］製造されると仮定し，
学習曲線効果の中間値 18［%］を用いて予測すると，リチウムイオンバッテリ以外の費用


















1［ℓ］当たりのガソリン価格 Cg で除した係数𝐾𝑒を導入する。 
 
𝐾𝑒 =   
𝐶𝑒
𝐶g
［￥/kWh］ /［￥/ℓ］                         (4) 
分母と分子についている単位を整理すると， 
 
         =  
𝑃g
𝑃𝑒
［ℓ/kWh］                                  (5) 
となり，価格に無関係なガソリン消費量 Pg と電力消費量 Pe の比の単位となる。そこで， 















ケーブル 0.42 0.19 
取付工事 0.83 0.37 
  *1 エンジン船外機の製造に必要な費用に対する相対費用 
39 
 
表 4.2より操業期間内合計の𝑃g⁄𝑃𝑒を求めてみると 0.437［ℓ/kWh］となる。 
式(4)から，分母にある 1［kWh］当たりの電気料金 Ce が低下するか，分子にある 1［ℓ］
当たりのガソリン価格 Cg が上昇すると，電動船外機船のエネルギー経費に掛かる優位性
が高まることになると同時に，𝐾𝑒＜0.437［ℓ/kWh］が成り立つ。ここで 2010 年 10 月に
おける長崎県対馬市のガソリン価格は 150［円/ℓ］と同月における九州電力の従量電灯 B
の料金プラン(基本料金を除く) による電気料金の単価は 18.74［円/kWh］であった。そこ
で，この時点での𝐾𝑒は 0.125［ℓ/kWh］となり，表 4.2 よりそれぞれの消費量と 1［kWh］
当たりの電気料金 Ce および 1［ℓ］当たりのガソリン価格 Cg からそれぞれのエネルギー
経費を求めてみると，電動船外機船のエネルギー経費はエンジン船外機船のエネルギー経
費の 0.29 倍となり，その優位性が示された。 
 
4.3.3 排出権取引を考慮した経済性 





表 4.2 の結果から，操業 1 日分および 1 年分の日数を 220［日］とした電動船外機船の
電力消費量とエンジン船外機船のガソリン消費量をそれぞれ表 4.4 に示す。さらに，電力
量およびガソリン量に対する CO2 排出係数をそれぞれ 0.599［kg-CO2/kWh］29)，2.322
［kg- CO2/ℓ］30)として CO2 排出量を求めた。その結果，エンジン船外機船を使用する場
合と比較して電動船外機船を使用することによって 1 年間に CO2 の排出量を 698.1［kg］
削減できることが明らかとなった。排出権取引価格は市場原理により変動するが，電動船
外機船の優位性を高める要因となる。例えば，2011 年における東京都の排出権取引価格













表 4.4 CO2排出量の削減効果 
 


























































































































































電力量とデータベース部にある漁船情報などに基づいて CO2 排出削減量を算出する。排出 
権認証端末は CO2 排出削減量に対応して CO2 排出権を認証し，管理サーバに送信する。























































































第 5章 電動船外機船を用いたエネルギー教育 
5.1 はじめに 
 第 2 章では電動船外機船の構造理解と製作方法および航行試験について詳細に報告を
行った。また第 3 章では前章の課題に基づいて電動船外機船の航行特性を測定し，電動船




















 本章の成果を教育実践へ応用するために専門高校電気科の 3 年生を対象にして，電動船
外機の製作と航行特性ならびに経済性の評価を内容とする課題研究を提案した。課題研究
の年間計画を表 5.1に示す。 
この課題研究では 4 月から 5 月にかけて課題研究に取り組むにあたって，安全指導およ
び船外機の理解を深める学習を行う。6 月から 7 月にかけてエンジン船外機のエンジンを
取り外した後，モータを取り付けて電動船外機を製作する。9 月から 10 月にかけて製作し
た電動船外機を小型船に取り付け，エンジン船外機と比較して航行特性の測定および評価




















研究は標準単位数が 3 であることから，船外機の分解に 2 週，モータを載せるための加工
に 3 週，調整・組み立てに 2 週，合計 7 週必要なことから 6～7 月で実施が可能と考えら
れる。同様に航行特性の測定についても 9～10 月で実施が可能と考えられる。最後に実験
場所の確保は，漁協の協力をいただくことで，漁港内の安全な場所での実施が想定できる。 
表 5.1 課題研究の年間計画 
 
月 学習内容 学習活動 留意点 


























1  発表準備 ・発表資料の作成 発表範囲の確認と想定
問答の準備 
2 発表 ・発表 発表後の感想記入 
 
表 5.2 課題研究の評価の観点 35) 
 












































 表 5.3 は調べ学習の内容を示している。生徒は 4 月から 5 月にかけて船外機のことを理
解するために，項目別に 3 班に分けてインターネットや書籍を使って調べ学習を行った。















表 5.3 調べ学習の内容 
































流を流すと X 方向に無視できるほど小さい電圧が発生し，ここで Z 方向から磁界を加える
と，X 方向に比較的容易に検知できる大きさの電圧が発生するホール効果 38)を利用した
図 5.1 調べ学習の内容の記述例 1 
 






































図 5.4 ホール素子を用いた回転数測定装置 
 
















































表 5.4 エンジン船外機の諸元   
 




















モータ制御方法 PWM 制御 
乾燥重量［kg］ 13.0 
 













型  式 B3-36 
全長×全幅×全高 2840×1350×420 [mm] 




表 5.6  船体の諸元 
図 5.9 船体断面図 
表 5.7 電気推進機用バッテリの諸元 43) 
  
種別 密閉式ディープサイクルバッテリ 
型式  SMF-27MS-730 
容量 105Ah（20 時間率） 


















 図 5.12 は電気推進機船の航行速度-電力消費特性を示している。速度が 2.7［kt］から
3.3［kt］に約 1.2 倍に増加すると電力消費量が約 4 倍になる。また図 5.13 はエンジン船
外機船の航行速度-ガソリン消費特性を示している。速度が 3.3［kt］から 4.2［kt］に約










らの熱量を使って換算したものが図 5.15 の航行速度-エネルギー消費特性である。約 3.3










































































































































































































表 5.8 測定や分析の問題点および改善方法 

































































今回のアンケートは，評定尺度得点を順位尺度とみなして処理を行った 44)。図 5.16 は
アンケートの結果の平均値を示している。すべての項目で 4 月，9 月，2 月と学習が進む
につれて興味・関心や知識の数値は上昇した。さらに各項目別の内容について説明を行う。 




増加した。ところが 4 月から 9 月にかけて「とても強い興味がある」が増加したものの，






表 5.9 アンケートの調査項目 
 





（A-１） モータの構造 １ 興味がない－－  
２ 少し興味がある－ 
３ 興味がある０ 























































 図 5.18 は船外機の構造についての知識に関する割合を示している。4 月から 2 月にかけ
て「知らない」がなくなり，「知っている」および「よく知っている」が大幅に増加した。
また 9 月から 2 月にかけて「とてもよく知っている」は変化していない。 
図 5.19 は原動機の制御についての知識に関する割合を示している。4 月から 2 月にかけ
て「知らない」がなくなり，「知っている」および「よく知っている」が大幅に増加した。
また「とてもよく知っている」が除々に増加した。 
 図 5.20は測定についての知識に関する割合を示している。4 月から 2 月にかけて「知ら
ない」がなくなり，「知っている」，「よく知っている」および「とてもよく知っている」
が大幅に増加した。 














図 5.16 アンケート結果の平均値 
















































































































第 6章 結言 
6.1 本研究の成果 
第 1 章では研究の背景および研究の目的について説明し，本論文の構成について述べた。 
 

















第 3 章では第 2 章での問題点を解決するために，外的要因の影響を受けにくい方法でエ
ンジン船外機と電動船外機の諸特性，および両者を同型船に取り付けた航行状態での諸特
性を測定した。測定によって得られた結果は以下の通りである。 
・ 電動船外機はエンジン船外機の概ね 27[%]から 46[%]のエネルギー消費量で同じ推
力を発生させる性能を有する。 





















・ 電動船外機船の製造費用は 2010 年時点でエンジン船外機船の 5.83 倍であったが，
リチウムイオンバッテリの価格低下と電動船外機船の量産効果を考慮すると 2020
年頃には 1.79 倍に低下することが予測された。 
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